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○交通安全施設管理運用要綱の制定について（通達） 

昭和53年10月４日 

佐警本例規（交企）第11号 

改正 平成３年３月佐警本例規第９号、17年４月佐本務発第307号、18年３月第272号 

信号機、道路標識、道路標示等の交通安全施設については、これまで、「信号機管理運用

要綱」及び「道路標識等管理要綱」によって管理運用が行われてきたところであるが、近年、

信号機等の交通安全施設が飛躍的に増加し、これに対応した適正な維持管理及び運用を図り、

その機能を十分に発揮することができるよう前記要綱を統合し、次のとおり交通安全施設管

理運用要綱を制定したので遺憾のないようにされたい。 

なお、信号機管理運用要綱（昭和49年佐警本例規（交企）第14号）及び道路標識等管理要

綱（昭和47年佐警本例規（交企）第12号）は廃止する。 

交通安全施設管理運用要綱 

第１ 目的 

この要綱は、交通安全施設の適正な管理及び運用を図るため、必要な事項を定めること

を目的とする。 

第２ 用語の意義 

この要綱における用語の意義は、次のとおりとする。 

１ 「交通安全施設」とは、公安委員会が道路交通法（昭和35年法律第105号。以下「法」

という。）に基づき設置し、又は管理する信号機、道路標識及びこれらの付帯設備並びに

道路標示をいう。 

２ 「定期点検」とは、信号機及び道路標識（路側式を除く。）について、専門的技術を有

する者により定期的に行う保守点検をいう。 

３ 「特別点検」とは、風水害、落雷等の災害が発生し、若しくは発生が予想されるとき、

又は交通安全施設の適正な管理及び運用を図るため、特に必要があると認めた場合に行う

点検をいう。 

第３ 交通規制課長の責務 

警察本部交通規制課長（以下「交通規制課長」という。）は、警察本部長の指揮を受け、

この要綱の定めるところにより、県下全域に設置された交通安全施設の管理及び運用に当

たるものとする。 

第４ 警察署長の責務 

警察署長（以下「署長」という。）は、この要綱の定めるところにより、管轄区域内の
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交通安全施設の管理及び運用に当たるものとする。 

第５ 管理運用の基本 

交通安全施設の管理運用に当たる者は、交通安全施設の実態を常には握し、その機能が

良好な状態に保持できるよう適正な管理を図るとともに、交通状況に即応した効果的な運

用に努めなければならない。 

第６ 警察官等の配意事項 

警察官又は交通巡視員（以下「警察官等」という。）は、日常の警察活動に際し、交通

安全施設の正常な保持に常に配意しなければならない。 

第７ 点検の実施 

１ 交通規制課長及び署長（以下「交通規制課長等」という。）は、交通安全施設の適正

な管理及び運用を図るため、次に掲げる点検を実施するものとする。 

(1) 交通規制課長 定期点検及び特別点検 

(2) 署長 特別点検 

２ 定期点検は、交通安全施設の機種及び機能に応じて年１回以上行うものとし、その点

検基準は、交通規制課長が別に定める。 

３ 特別点検は、交通安全施設の損傷の有無、視認性の適否等外観状況を観察して行うも

のとする。 

第８ 障害時等の措置 

１ 警察官等は、交通安全施設の故障、損傷その他の異常（以下「障害等」という。）を

知ったときは、必要な現場措置を行い、速やかにその状況を署長に報告しなければなら

ない。 

２ 署長は、交通安全施設の障害等を認知した場合は、速やかに次に掲げる措置を講じな

ければならない。 

(1) 警察官の現場派遣、実情調査、交通整理、障害物の除去、故障標示板の掲示、そ

の他応急措置を講ずること。 

(2) 障害等（電球切れを除く。）が、信号機及び可変式道路標識に係るものであると

きは、信号機等障害即報報告書（別記様式第１）により電話報告すること。 

(3) 障害等（電球切れを除く。）が、張出式及び路側式道路標識に係るものであると

きは、道路標識等損傷報告（別記様式第２）により補修申請を行うこと。 

(4) 障害等が、交通事故その他第三者の不法行為により発生したときは、行為者の中

立書、現場写真等を添付し、その状況を書面報告すること。 
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３ 署長は、交通安全施設の障害等に起因する事故の発生を認知したときは、速やかにそ

の状況を報告しなければならない。 

４ 交通規制課長は、交通安全施設の障害等を認知したときは、速やかに必要な措置を講

じなければならない。 

第９ 地域住民の協力確保 

交通規制課長等は、交通安全施設を常時良好な状態に保持するため、障害等の早期発見

と通報について地域住民の協力が得られるよう配意しなければならない。 

第10 改良等の報告 

署長は、信号現示の修正、燈器の増設、信号機の系統化その他交通安全施設の改良の必

要を認めた場合は、その状況を報告しなければならない。 

第11 簿冊の備付等 

交通規制課長等は、交通安全施設の設置及び管理状況を明らかにするため、次表に掲げ

る簿冊を備え付け、必要な記録をしなければならない。 

番号 区分 備付区分 保存区

分 

備考 

本部 警察署 

1 信号機管理運用簿 ○ ○ 永久 別記様式第3 

2 信号機設置状況図 ○ ○ 〃 〃 4 

3 信号機履歴表 ○ ○ 〃 〃 5 

4 道路標識設置原簿  ○ 〃 〃 6 

5 道路標識設置集計表 ○  〃 〃 7 

6 可変式道路標識管理運用簿 ○ ○ 〃 〃 8 

7 可変式道路標識履歴表 ○ ○ 〃 〃 9 

8 張出式（上架式）道路標識台帳 ○ ○ 〃 〃 10 

9 道路標示台帳 ○ ○ 〃 〃 11 

10 道路鋲設置台帳 ○ ○ 〃 〃 12 

第12 道路使用許可等の際の留意事項 

１ 署長は、法第77条第１項の規定により道路使用の許可をする場合、又は法第80条第１

項の規定により道路補修工事の協議に応ずる場合において、当該行為によって交通安全

施設の効用が妨げられるおそれがあるときは、必要な条件を付さなければならない。 

２ 交通規制課長等は、道路の改良、拡幅等のため、交通安全施設を移転する必要がある

ときは、工事施行者に対し原状回復その他当該交通安全施設の管理に関し、必要な条件
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を付さなければならない。 

３ 前２項の場合において、交通規制課長等は、できる限り警察官を現場に立ち会わせ、

必要な指示及び確認を行わなければならない。 
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別記様式第１ 

別記様式第２ 

別記様式第３ 

別記様式第４ 

別記様式第５ 

別記様式第６ 

別記様式第７ 

別記様式第８ 

別記様式第９ 

別記様式第10 

別記様式第11 

別記様式第12 

 


